
第115回 定時株主総会 招集ご通知

日時 2026年６月25日（木曜日）
午前10時（受付開始 午前９時30分）

場所
東京都品川区東五反田二丁目17番１号
オーバルコート大崎マークウエスト15階
当社会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

株主の皆様へ
・お土産の配布および株主懇談会は行っておりません。
・飲食物の提供はいたしません。
・今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生じ
た場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（下
記）において、お知らせいたします。
（当社ウェブサイト：https://www.k-neturen.co.jp）

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役６名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

高周波熱錬株式会社
証券コード 5976
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https://www.k-neturen.co.jp/ja/
ir/stock/meeting.html

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/
JJK010010Action.do?Show=Show

当社ウェブサイト

東京証券取引所ウェブサイト
（東証上場会社情報サービス）

（上記の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、「銘柄名（会社名）」に『「高周波熱錬」または「ネツレン」』または「コード」
に当社証券コード「5976」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類 / PR情報」を順に選択のうえ、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知
/株主総会資料」欄よりご確認くださいますようお願い申しあげます。）
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証券コード5976
2026年６月５日

（電子提供措置の開始日 2026年６月３日）

株 主 各 位
東京都品川区東五反田二丁目17番１号

高 周 波 熱 錬 株 式 会 社
代表取締役社長執行役員 大 宮 克 己

第115回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第115回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供

措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイ
トにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、インターネットまたは書面により議決権を行使することができますので、
お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年６月24日（水曜日）午後５
時45分までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 2026年６月25日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）
2. 場 所 東京都品川区東五反田二丁目17番１号

オーバルコート大崎マークウエスト15階 当社会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
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3. 目的事項
報告事項 1. 第115期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算書類

の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第115期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役６名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。

〇電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、監査役および会計監査人は次の事項を
含む監査対象書類を監査しております。
① 連結計算書類の以下の事項

連結注記表
② 計算書類の以下の事項

個別注記表
○電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。

○車椅子にてご来場の株主様には、会場内に専用のスペースを設けております。
また、バリアフリートイレは会場ビル１階にございます。
車椅子のサポート、座席やお手洗いへの誘導等が必要な場合は、会場受付にお申し付けください。

（ご案内）本年の株主総会当日の模様を７月上旬より配信させていただく予定です。視聴方法等につきまして
は、株主総会終了後に株主の皆様へ発送させていただく決議ご通知にてお知らせいたします。
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当社では、インターネットまたは書面（議決権行使書用紙）により議決権をご行使いただくことができ
ますので、ご案内申しあげます。

議決権行使についてのご案内

株主総会日時

2026年６月25日（木曜日）
午前10時開催

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、
会場受付にご提出ください。

株主総会に出席される場合

（1）	�インターネット（「スマート行使」を含む。）と書面により二重に議決権を行使された場合は、インターネット（「スマート行
使」を含む。）によるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（2）	�インターネット（「スマート行使」を含む。）により議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決
権行使として取り扱わせていただきます。

（3）	書面により議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

重複して行使された
議決権の取り扱いについて

機関投資家の皆様へ
機関投資家の皆様に関しましては、株式会社ICJの運営
する「議決権電子行使プラットフォーム」から電磁的方法
による議決権行使を行っていただくことも可能です。

ご不明な点につきましては、
以下にお問い合わせくださいますようお願い申しあげます。
株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
議決権行使について  0120-652-031 （9:00～21:00）

その他のご照会  0120-782-031 （平日9:00～17:00）

株主総会に出席されない場合

2026年６月24日（水曜日）
午後５時45分必着

2026年６月24日（水曜日）
午後５時45分まで

行使期限 行使期限

書面によるご行使 「スマート行使」によるご行使

同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示のうえ、行使期間に到着する
ようご返送ください。
なお、各議案につきまして賛否の表示が
ない場合は、賛成の表示があったものとして
お取り扱いいたします。

同封の議決権⾏使書⽤紙に記載の「スマー
トフォン⽤議決権⾏使ウェブサイトログイ
ンQRコード®」を読み取ります。
詳細につきましては次頁をご覧ください。

議決権行使コード・
パスワード入力によるご行使

2026年６月24日（水曜日）
午後５時45分まで

行使期限

パソコン等から、議決権行使ウェブサイト
https://www.web54.netにアクセスし、
同封の議決権行使書用紙に記載の議決権
行使コードおよびパスワードをご利用のう
え、画面の案内に従って議案に対する賛否
をご入力ください。
詳細につきましては次頁をご覧ください。
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「スマート行使」によるご行使 議決権行使コード・パスワード入力によるご行使

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン
用議決権行使ウェブサイトログインQRコード®」を
スマートフォンかタブレット端末で読み取ります。

※ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金および通信料金等は株主様のご負担となります。
※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。
※ QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

●❶ 議決権行使ウェブサイトへアクセスする●●❶ スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへアクセスする
パソコン等から、議決権行使ウェブ
サイトへアクセスします。

●❷ ログインする

●❸ パスワードを入力する

https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

クリック

同封の議決権行使
書用紙に記載の「議
決権行使コード」を
ご入力ください。

議決権行使コード

同封の議決権行使
書用紙に記載の「パ
スワード」をご入力
ください。

パスワード

一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、再度QRコード®を読み取
り、同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力
いただく必要があります（パソコン等から、議決権行使ウェブサイト https://
www.web54.net へ直接アクセスして行使いただくことも可能です）。

インターネットによる議決権行使のご案内

表示されたURLを開くと議決権行使ウェブサイト
画面が開きます。議決権行使方法は２つあります。

画面の案内に従って各議案
の賛否をご入力ください。

確認画面で問題なければ「この内容
で行使する」ボタンを押して行使完了！

●❷ 議決権行使ウェブサイトを開く

●❸ 各議案について
個別に指示する

●❹ すべての会社提案議案
について「賛成」する

●❸

●❹
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株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、成長に向けた戦略投資および安定した事業運営を図りつつ、株主の皆様に対する安定的な配当を
継続することを基本方針としております。
なお、「安定した配当」については、自己資本配当率（DOE）4.0％以上としております。
当期の期末配当（普通配当）につきましては、株主還元を重視するとともに、業績や財政状況等を総合的

に勘案したうえで、１株につき期末配当38円とさせていただきたく存じます。これにより、中間配当33円
と合わせた年間配当額は、１株につき71円となります。

（1）配当財産の種類
金銭

（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき38円
総額 1,238,979,360円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2026年６月26日
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第２号議案 取締役６名選任の件
本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員（６名）の任期が満了となります。
つきましては、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役の候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号 氏名 性別 現在の地位 取締役会

出席状況

１ 再 任
おお みや かつ み

大 宮 克 己 男性
代表取締役
社長執行役員

100％
（15回／15回）

２ 再 任
い しき のぶ もと

一 色 信 元 男性
取締役

専務執行役員
100％

（15回／15回）

３ 再 任
すず き たかし

鈴 木 孝 男性
取締役

常務執行役員
100％

（15回／15回）

４ 再 任
やす かわ とも かつ

安 川 知 克 男性
取締役

上席執行役員
100％

（15回／15回）

５ 再 任 社 外 独 立
もり やま よし こ

森 山 義 子 女性 取締役 100％
（15回／15回）

６ 再 任 社 外 独 立
い とう とよ つぐ

伊 藤 豊 次 男性 取締役 100％
（12回／12回）

（注）伊藤豊次氏の取締役会出席状況は、2025年６月26日の取締役就任後に開催された取締役会のみを対象としております。
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候補者
番 号

１

おお みや かつ み

大 宮 克 己
再 任

生年月日
1960年３月24日生
取締役会への出席回数
15回／15回
所有する当社の株式数
96,133株

略歴、当社における地位、担当
1983年４月 当社入社
2012年６月 当社取締役
2016年６月 当社常務取締役
2020年10月 当社代表取締役社長
2021年６月 当社代表取締役社長執行役員（現任）
取締役候補者とした理由
2012年６月に取締役就任後、経営戦略に沿った事業運営を適切に推進し、さらに当社

および国内外の当社グループ全体の経営課題の解決に貢献してまいりました。
また、2020年10月より当社代表取締役としてグループ全体の監督、統括を積極的か

つ適切に実行しております。
これらの豊富な経験と実績に基づき、当社グループの企業価値向上に向けたあらゆる

施策を図るにあたり、当社グループ全体の監督、統括を適切に行うことができる人財と
判断し、引き続き、取締役としての選任をお願いするものであります。

候補者
番 号

２

い しき のぶ もと

一 色 信 元
再 任

生年月日
1959年10月９日生
取締役会への出席回数
15回／15回
所有する当社の株式数
53,934株

略歴、当社における地位、担当
1982年４月 TRWオートモーティブジャパン株式会社（現ゼット・エ

フ・ジャパン株式会社）入社
2001年２月 日本コーリン株式会社（現フクダコーリン株式会社）入社
2001年４月 当社入社
2006年２月 東洋ファスナー株式会社入社
2007年４月 当社入社
2017年６月 当社取締役
2020年４月 当社常務取締役
2021年６月 当社取締役常務執行役員
2023年４月 当社取締役専務執行役員
2026年４月 当社取締役専務執行役員、技術開発・事業開発・DX推

進・情報戦略担当、研究開発本部長、情報統括室長（現
任）

取締役候補者とした理由
2017年６月に取締役就任後、当社および国内外の当社グループの技術開発、生産技

術、情報戦略を中心に当社の技術的経営課題の解決に貢献してまいりました。
これらの豊富な経験と実績に基づき、当社グループの企業価値向上に向けた新商品、

新技術の早期投入、ビジネス変革を図るにあたり、当社グループ全体および担当事業の
監督、統括を適切に行うことができる人財と判断し、引き続き、取締役としての選任を
お願いするものであります。
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候補者
番 号

３

すず き たかし

鈴 木 孝
再 任

生年月日
1962年６月29日生
取締役会への出席回数
15回／15回
所有する当社の株式数
56,647株

略歴、当社における地位、担当
1985年４月 当社入社
2016年６月 当社取締役
2021年４月 当社常務取締役
2021年６月 当社取締役常務執行役員
2026年４月 当社取締役常務執行役員、物流統括管理者（CLO/Chief

Logistics Officer）、製品事業部長、調達本部長（現任）
重要な兼職の状況

ネツレン アメリカ コーポレーション取締役社長、
高周波熱錬（中国）軸承有限公司董事長

取締役候補者とした理由
2016年６月に取締役就任後、当社および国内外の当社グループの原材料、電力等を中

心とした調達に関するグローバルな経営課題、また、グループ全体の収益管理に関する
経営課題の解決に貢献してまいりました。
これらの豊富な経験と実績に基づき、当社グループの企業価値向上に向けたグローバ

ル展開、収益拡大を図るにあたり、当社グループ全体および担当事業の監督、統括を適
切に行うことができる人財と判断し、引き続き、取締役としての選任をお願いするもの
であります。

候補者
番 号

４

やす かわ とも かつ

安 川 知 克
再 任

生年月日
1963年１月６日生
取締役会への出席回数
15回／15回
所有する当社の株式数
63,762株

略歴、当社における地位、担当
1986年４月 当社入社
2012年６月 当社取締役
2021年６月 当社取締役執行役員
2025年６月 当社取締役上席執行役員、安全衛生・環境担当、管理本部

長（現任）
重要な兼職の状況

株式会社ネツレン・名南代表取締役社長
取締役候補者とした理由
2012年６月に取締役就任後、当社および国内外の当社グループに対するガバナンス体

制にかかわる経営課題、また、SDGsを経営の基本に置いたサステナビリティ活動に対
する経営課題の解決に貢献してまいりました。
これらの豊富な経験と実績に基づき、当社グループの企業価値向上に向けたESG重視

の企業運営を進めるにあたり、当社グループ全体の監督、統括を適切に行うことができ
る人財と判断し、引き続き、取締役としての選任をお願いするものであります。

2026年05月22日 17時55分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



9

候補者
番 号

５

もり やま よし こ

森 山 義 子
再 任 社 外
独 立 女 性

生年月日
1964年６月26日生
取締役会への出席回数
15回／15回
所有する当社の株式数
2,836株

略歴、当社における地位、担当
1998年４月 弁護士登録（第二東京弁護士会）
2004年12月 アメリカ合衆国ニューヨーク州弁護士資格取得
2006年７月 TMI総合法律事務所入所
2010年１月 TMI総合法律事務所パートナー弁護士
2015年２月 TMI総合法律事務所カウンセル弁護士（現任）
2022年６月 当社取締役（現任）
2022年11月 ヤマト インターナショナル株式会社社外取締役（現任）
重要な兼職の状況

TMI総合法律事務所カウンセル弁護士、
ヤマト インターナショナル株式会社社外取締役

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
2022年６月に社外取締役就任後、弁護士としての専門的な知識と豊富な経験により、

当社とは独立した立場から、ガバナンスやコンプライアンスを重視した経営全般に関す
る積極的な助言・提言を行うことで、取締役会の意思決定の適正性確保に貢献してまい
りました。
また、国内外の企業法務に関する豊富な経験とダイバーシティ、サステナビリティ等

に関する専門的な知識を活かし、広い視点で提言して改革推進する資質を有しておりま
す。
なお、引き続き、弁護士としての経験に基づき、当社経営の意思決定における適法性、

適正性の観点での適切な助言・提言および独立した立場からの業務執行の監督を期待し
ております。
以上のことから、当社の社外取締役として適任であると判断し、引き続き、同氏の選

任をお願いするものであります。

2026年05月22日 17時55分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



10

候補者
番 号

６

い とう とよ つぐ

伊 藤 豊 次
再 任 社 外
独 立

生年月日
1955年12月20日生
取締役会への出席回数
12回／12回
所有する当社の株式数
427株

略歴、当社における地位、担当
1979年４月 小西六写真工業株式会社（現コニカミノルタ株式会社）入

社
2013年４月 コニカミノルタ株式会社執行役
2015年４月 コニカミノルタ株式会社常務執行役
2018年６月 コニカミノルタ株式会社取締役
2025年６月 当社取締役（現任）
社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
2025年６月に社外取締役就任後、製造業における専門的な知識に加え、経営者として

の豊富な経験と実績を活かし、当社とは独立した立場から、品質・安全・環境における
リスク管理と事業推進上の課題に対する助言・提言を行うことで、経営課題の解決に貢
献してまいりました。
また、生産技術や関係会社の管理に関する豊富な経験とコーポレート・ガバナンスお

よび内部統制に関する知見を活かし、広い視点で提言して改革推進する資質を有してお
ります。
なお、引き続き、経営者としての経験に基づき、技術開発力向上や生産現場力強化、

また、グローバル市場拡大、人財戦略に対する適切な助言・提言および独立した立場か
らの業務執行の監督を期待しております。
以上のことから、当社の社外取締役として適任であると判断し、引き続き、同氏の選

任をお願いするものであります。

（注）1． 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2． 候補者森山義子および候補者伊藤豊次の両氏は、社外取締役候補者であり、また、株式会社東京証券取引所の定めに基づく
独立役員の候補者であります。

3． 候補者森山義子氏は、現在当社の社外取締役であり、社外取締役に就任してから本定時株主総会終結の時までの就任年数
は、４年となります。

4． 候補者伊藤豊次氏は、現在当社の社外取締役であり、社外取締役に就任してから本定時株主総会終結の時までの就任年数
は、１年となります。

5． 候補者森山義子および候補者伊藤豊次の両氏と当社との間においては、取締役の就任時において、当社定款の定めにより、
会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、その限度額は、
法令が定める額としております。両氏の再任が承認された場合、当社は、当該契約を継続する予定であります。

6． 当社は、すべての取締役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結しております。当該保険契約では、被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金や争訟費用が補填されることと
なり、被保険者のすべての保険料を当社が全額負担しておりますが、各候補者が取締役に就任した場合、各氏は、当該保険契
約の被保険者に含められることとなります。なお、当社は、当該保険契約を任期途中に同様の内容で更新することを予定して
おります。
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【取締役・監査役・執行役員のスキル・マトリックス】
本定時株主総会において、第２号議案が原案のとおり可決されますと、本定時株主総会後の当社における取締

役・監査役・執行役員の構成およびスキル・マトリックスは次のとおりとなります。

専門性と経験

氏 名 地 位 社外 執行
役員

企業経営 技術・研究 製造・品質 グローバル マ ー ケ
ティング D X サステナ

ビリティ 法 務 財 務

総 合 基本戦略 経営基盤

大宮 克己 代表取締役社長執行役員 ● ● ● ● ● ● ●

一色 信元 取締役専務執行役員 ● ● ● ● ● ● ●

鈴木 孝 取締役常務執行役員 ● ● ● ● ●

安川 知克 取締役上席執行役員 ● ● ● ● ●

森山 義子 取 締 役 ● ● ● ●

伊藤 豊次 取 締 役 ● ● ● ● ● ●

池上 由洋 常 勤 監 査 役 ● ● ●

圓實 稔 監 査 役 ● ● ● ● ●

上条香代子 監 査 役 ● ● ●

田中 典男 常 務 執 行 役 員 ● ● ● ●

久田 直志 上 席 執 行 役 員 ● ● ● ●

中村 晴宣 上 席 執 行 役 員 ● ● ● ● ● ● ●

細田 恭 上 席 執 行 役 員 ● ● ● ● ● ●

三嶋 秀夫 執 行 役 員 ● ● ● ● ●

奥村 真 執 行 役 員 ● ● ● ● ●

伊藤 滋 執 行 役 員 ● ● ● ●

吉光 寿司 執 行 役 員 ● ● ● ● ●

岩永 健吾 執 行 役 員 ● ● ● ● ●
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いいたしたいと存

じます。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役の候補者は次のとおりであります。

たか はし だい すけ

高 橋 大 祐
社 外 独 立

生年月日
1980年２月27日生
所有する当社の株式数
０株

略歴
2005年10月 弁護士登録（第一東京弁護士会）
2005年10月 真和総合法律事務所入所
2014年９月 真和総合法律事務所パートナー弁護士（現任）
重要な兼職の状況

真和総合法律事務所パートナー弁護士
補欠の社外監査役候補者とした理由
候補者高橋大祐氏は、弁護士として専門的な知識・経験等を有しており、社外監査役としてそ

の職務を適切に遂行できるものと判断しております。
以上のことから、当社の監査業務に弁護士としての専門的な知識・経験等を活かしていただき

たいと考え、同氏の選任をお願いするものであります。

（注）1． 候補者高橋大祐氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2． 候補者高橋大祐氏は、補欠の社外監査役候補者として選任するものであります。なお、同氏が監査役に就任した場合は、株
式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定であります。

3． 候補者高橋大祐氏と当社との間においては、監査役の就任時において、当社定款の定めにより、会社法第427条第１項の規
定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であり、その限度額は、法令が定める額とす
る予定であります。

4． 当社は、すべての監査役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結しております。当該保険契約では、被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金や争訟費用が補填されることと
なり、被保険者のすべての保険料を当社が全額負担しておりますが、候補者高橋大祐氏が監査役に就任した場合、同氏は、当
該保険契約の被保険者に含められることとなります。

以 上
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連結業績ハイライト

88,146

総資産（単位：百万円）

2024 2025
（年度）

83,760

2021 2022 2023

82,003 79,888 80,613 65,378

純資産（単位：百万円）

2024 2025
（年度）

66,329

2021 2022 2023

66,859 66,549 66,471

連結財務状況事業別業績

71

38

33

配当金の推移（単位：円）
■ 期末 ■ 中間

2023 2024

49

25

24

30
15

15
2021 2022

30

17

13

51

26

25

2025
（予定）

（年度）

配当金

58,277

2024 2025
（年度）

57,563

2021 2022 2023

53,004
57,524 57,205

売上高（単位：百万円）

58,277百万円
（前年同期比1.2％増）

1,329

2024 2025
（年度）

1,815

2021 2022 2023

2,690

381

1,542

親会社株主に帰属する当期純利益（単位：百万円）

1,329百万円
（前年同期比26.8％減）

2,663

2024 2025
（年度）

2,321

2021 2022 2023

4,418

3,088
2,511

経常利益（単位：百万円）

2,663百万円
（前年同期比14.8％増）

1,892
3.2

2024 2025
（年度）

1,617

2021 2022 2023

3,704

2,396

1,632

営業利益（単位：百万円）

1,892百万円
（前年同期比17.0％増）

1,617

7.0

4.2

2.9 2.8

■ 営業利益 売上高営業利益率

製品事業部関連事業

売上高 36,335百万円（前年同期比0.6％減）

営業利益 464百万円（前年同期比157.8％増）

IH事業部関連事業

売上高 19,526百万円（前年同期比6.4％減）

営業利益 1,301百万円（前年同期比5.5％減）

その他

売上高 2,416百万円（前年同期比1,586.0％増）

営業利益 122百万円（前年同期比115.8％増）

13
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事 業 報 告
（2025

2026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

1． 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果
① 全般的概況

当連結会計年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善などにより、緩やかな回復基調で推移いた
しました。しかしながら、継続する物価上昇、米国における関税政策や不安定な国際情勢に伴う地政学リス
クの高まりなど、先行き不透明な状況が続いております。
このような状況のもと、当社グループは、第16次中期経営計画「Aggressive Challenge One

NETUREN 2026」（2024年４月より2027年３月までの３ヵ年計画）に掲げた４つの基本戦略である「成
長ドライバーの創生」、「成長エンジンの育成」、「グローバルマーケットの拡大」、「自発的貢献意欲のある人
財の育成」を推進するとともに、人件費の上昇を含むコストアップに対する販売価格への転嫁などの営業活
動や徹底した原価低減活動を継続しております。
この中期経営計画に掲げた基本戦略に基づき、株式会社ドーケン（連結子会社）、MDI株式会社（連結子

会社）および株式会社 ANDO Imagineering Group（持分法非適用関連会社）を当社グループに迎えまし
た。
株式会社ドーケンが製造販売するプレキャスト・コンクリート製品は、あらかじめ工場でコンクリート部

材を製作、施工現場へ運び、組み上げるプレキャスト工法で使用されます。この工法は、施工現場での工期
短縮や品質管理などの観点から、建築業界が抱える人手不足などの課題を解決する方法として、今後の需要
が伸びると判断しております。MDI株式会社は、熱マネジメント企業として工場などのＣＯ2削減・省エネ、
暑熱対策、環境改善などを目的とする排熱回収コンサルティング、省エネシステムの設計・製造・販売およ
びメンテナンスサービスを行っております。昨今、企業への対策が強く求められている熱中症対策はもとよ
り、地球温暖化防止などの環境面に役立つノウハウであり、今後も需要が見込まれると判断しております。
また、株式会社 ANDO Imagineering Groupにつきましては、建築におけるプレストレスト・コンクリー
ト造をはじめとするさまざまな構造設計技術をコアに据え、建築設計を自社で手掛ける組織設計事務所であ
ります。この設計技術やノウハウを当社グループが有する高強度ＰＣ鋼材製造加工技術や高強度プレキャス
ト・コンクリート製品製造技術と組み合わせることによる相乗効果の創出を見込んでおります。いずれの会
社も、それぞれに独自の分野に強みがあり、当社グループの事業領域の拡大、収益面に寄与するものと考え
ております。
以上の結果、当連結会計年度の売上高は、取引業界の市況低迷の影響を受けたものの、コスト上昇分を販

売価格へ転嫁したことや株式会社ドーケンが連結グループに加わったことなどにより、582億77百万円（前
連結会計年度比1.2％増）、営業利益は18億92百万円（前連結会計年度比17.0％増）、経常利益は26億63百
万円（前連結会計年度比14.8％増）となりました。
一方、親会社株主に帰属する当期純利益は、特別損失に固定資産の減損損失を2億57百万円計上したこと

や前連結会計年度の特別利益に投資有価証券売却益を12億17百万円計上したこともあり、13億29百万円
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36,335

464

第115期

売上高 （単位：百万円）

第114期

第115期第114期

セグメント利益（営業利益）（単位：百万円）

36,568

180

15

（前連結会計年度比26.8％減）となりました。
引き続き、収益向上のための受注拡大はもとより、高止まりするコストの販売価格への転嫁を含む積極的

な営業活動とともに、徹底した原価低減活動を継続し、企業価値の向上に努めてまいります。

② 事業別概況
＜製品事業部関連事業＞
土木・建築関連製品の売上高は、建設業界の低迷や人手不足、建設資材

高騰による工事遅延、着工遅れの影響が継続しており、前年同期と比較し
減少いたしました。
自動車関連製品の高強度ばね鋼線の売上高は、国内では一部顧客向けに

継続していた生産応援が減少したことや当社製品を採用する一部自動車メ
ーカーの販売台数が伸びず減少しましたが、海外での販売が堅調に推移し
たため、前年同期と比較し増加いたしました。
建設機械関連製品の売上高は、顧客からの受注が増加したことや販売価

格の改定効果などにより、国内、中国ともに前年同期と比較し増加いたし
ました。
以上の結果、売上高は363億35百万円（前連結会計年度比0.6％減）、利

益面では、堅調に推移した海外での高強度ばね鋼線および建設機械関連製
品の増収効果や土木・建築関連製品で販売価格の改定が進んだことなどに
より、営業利益は４億64百万円（前連結会計年度比157.8％増）となりま
した。
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＜IH事業部関連事業＞
熱処理受託加工関連の売上高は、自動車業界では米国関税長期化の影響

により、下期にかけて顧客からの受注が減少いたしました。一方、下期後
半から工作機械向けの受注が徐々に回復してきたものの、全体の落ち込み
をカバーするには至らず、前年同期と比較し減少いたしました。
誘導加熱装置関連の売上高は、国内では顧客側の設備投資計画先送りな

どによる影響、海外では中国で製造する装置が景気低迷と顧客のスケジュ
ール変更による影響で国内外ともに販売量が落ち込み、前年同期と比較し
減少いたしました。
以上の結果、売上高は195億26百万円（前連結会計年度比6.4％減）、営

業利益は13億１百万円（前連結会計年度比5.5％減）となりました。

＜その他＞
当該事業は、報告セグメントに含まれない不動産賃貸事業および新たに

当社グループに加わった株式会社ドーケンおよびMDI株式会社の事業を含
むその他の事業であります。
不動産賃貸事業における当社保有の賃貸物件は、小規模ではありますが

安定的に業績に寄与しております。
また、新規連結対象となった株式会社ドーケンの損益を取り込むととも

に、同社の株式取得関連費用1億33百万円を計上しております。なお、
MDI株式会社の損益については、次年度からの連結対象となりますが、当
連結会計年度において、同社の株式取得関連費用56百万円を計上しており
ます。
以上の結果、売上高は24億16百万円（前連結会計年度比1,586.0％増）、

営業利益は１億22百万円（前連結会計年度比115.8％増）となりました。
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（2）設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資額は40億9百万円となりました。
各事業の主な内容は以下のとおりであります。
製品事業部関連事業では、主に安全・環境対応、増産対応および合理化投資を実施しております。具体的

には、当社赤穂工場における耐震補強工事や当社神戸工場における太陽光発電設備増設、ネツレン アメリ
カ コーポレーションにおける増産対応設備などです。当該事業における設備投資額は8億77百万円となり
ました。
IH事業部関連事業では、主に増産対応および合理化投資を実施しております。具体的には、当社刈谷工場

における増産対応および工場再編投資、PT.ネツレン・インドネシアにおける増産対応投資などです。当該
事業における設備投資額は26億56百万円となりました。
その他は、主に株式会社ドーケンにおける生産設備や、グループ全体の研究開発に係るものなどです。当

該事業における設備投資額は3億50百万円となりました。
上記以外に全社に係る設備投資額は1億25百万円となりました。
なお、CO2削減を目的に太陽光発電システムの導入を積極的に進めております。

（3）資金調達の状況
当社グループの資金調達につきましては、基本的に自己資金を充当することとしておりますが、新規子会

社の設立やM&Aによる企業の取得、当社グループにおける新工場の建設など大規模な投資が必要な場合は、
外部からの資金調達を含め対応しております。
当連結会計年度において、主に設備投資を目的として金融機関等からの借入を実行しております。
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（4）対処すべき課題
当社グループは、2024年５月９日に公表しました第16次中期経営計画において、NETUREN VISION

2030「進化と躍進」の達成に向け、４つの基本戦略を柱として各種施策を推進しております。これまでの
取り組みとして、M&Aや資本参加も含め、事業基盤強化に向け一定の成果を上げてまいりました。一方で、
計画していた新商品の市場投入に遅れが生じるなど、当初想定との乖離も一部に発生しております。
こうした状況に加え、当社グループを取り巻く事業環境は、中期経営計画策定時の想定以上に厳しさを増

しております。国内においては、物価上昇や人手不足の深刻化が想定を上回る水準で継続しております。ま
た、海外においては、米国の関税政策や中国経済の減速長期化、また、ウクライナ紛争に端を発した原油価
格・エネルギーコストの高止まりが継続しております。さらに、中東での紛争等による地政学リスクの高ま
りなど、新たな不確実性も高まっており、先行き不透明な状況が続いております。
このような経営環境のもと、当社グループでは、新規ならびにコア事業の拡大、材料費・電力費・人件費

等のコスト上昇分に対する販売価格への適正転嫁や原価低減活動を推進してまいりました。
しかしながら、今後も先が見通せない厳しい事業環境の継続が見込まれることから、第16次中期経営計画

最終年度（2026年度）の数値目標を見直すことといたしました。
売上高につきましては、国内需要の伸び悩み、中国市場を中心とした海外需要の回復遅れ、ならびに一部

事業における販売数量の減少等を踏まえ、700億円から640億円に見直しております。また、営業利益につ
きましては、売上高減少の影響に加え、原材料価格・エネルギーコスト・人件費の上昇、海外事業環境の悪
化等による収益性低下も踏まえ、46億円から21億円に見直しております。
連結経営目標を下方に見直しましたが、中期経営計画策定時に掲げた基本戦略を着実に実行するととも

に、今まで以上のスピード感を持って、持続可能な社会づくりへの貢献と企業価値の向上を目指してまいり
ます。
第16次中期経営計画における連結経営目標および基本戦略は、以下のとおりであります。

2027年３月期
見直し後

2027年３月期
当初計画

売 上 高 640億円 700億円
営 業 利 益 21億円 46億円
営 業 利 益 率 3.3％ 6.5％
ROE（自己資本当期純利益率） 2.5％以上 6.5％以上
ROA （総 資 産 経 常 利 益 率） 3.1％以上 5.5％以上
ROIC （投 下 資 本 利 益 率） 3.1％以上 5.5％以上

〜 企業価値向上を目指して 〜
基本戦略
①技術開発：成長ドライバーの創生
強化してきたマーケティング力に基づき、逆Ｔ字モデルを活用し、グループ間の力を柔軟に繋げて、新
たな事業・新たな製品・新たな技術を創生する。

②事業：成長エンジンの育成
これまでの現場力に新しい技術を繋げて生産技術力を強化し、競争力を向上させるとともに、お客様に
より満足いただける製品・サービス・技術を提供する。
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③グローバル：グローバルマーケットの拡大
CO2削減・地球環境負荷低減に貢献する製品・サービス・技術を中心に、情報ネットワークを繋げて、
未開拓地域も含めたグローバル市場の拡大を進める。

④人財：自発的貢献意欲のある人財の育成
多様性を認め合い、常に前向きな思考で自発的貢献意欲のある人財の育成をさらに進め、各々の活躍を
ネツレングループ全体に繋げて、企業成長を加速する。

資本コストを意識した経営の推進と強化
経営資本を意思を持った戦略に基づき、成長投資や株主還元に活用、また、ROICや財務レバレッジな

どを用いた経営管理により、資本効率の向上を進める。

（5）財産および損益の状況の推移

区 分 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
(当連結会計年度)

売 上 高 57,524百万円 57,205百万円 57,563百万円 58,277百万円
営 業 利 益 2,396百万円 1,632百万円 1,617百万円 1,892百万円
経 常 利 益 3,088百万円 2,511百万円 2,321百万円 2,663百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 381百万円 1,542百万円 1,815百万円 1,329百万円
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 9円89銭 41円91銭 51円59銭 39円76銭
総 資 産 79,888百万円 80,613百万円 83,760百万円 88,146百万円
純 資 産 66,549百万円 66,471百万円 66,329百万円 65,378百万円
１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,575円08銭 1,657円44銭 1,736円23銭 1,785円61銭
R O E（自己資本当期純利益率） 0.6％ 2.6％ 3.0％ 2.3％
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（6）重要な親会社および子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容
株式会社ネツレン・ヒートトリート 80百万円 100.0％ 金属熱処理加工
株式会社ネツレンハイメック 80百万円 100.0％ 機械装置の製造販売
九 州 高 周 波 熱 錬 株 式 会 社 36百万円 100.0％ 金属熱処理加工
株 式 会 社 ネ ツ レ ン 小 松 40百万円 40.0％ 金属熱処理加工
株式会社ネツレン・ヒラカタ 20百万円 55.0％ 金属熱処理加工

株 式 会 社 ド ー ケ ン 35百万円 83.3％ プレキャストコンクリート製品
の製造販売

M Ｄ Ｉ 株 式 会 社 10百万円 80.0％
排熱回収コンサルティング、省
エネシステムの設計・製造販売
およびメンテナンス

ネツレン・ユー・エス・エーInc. 33百万米ドル 100.0％ 合弁会社の管理およびメンテナ
ンスサービス事業

ネツレン アメリカ コーポレーション 31百万米ドル 96.2％
（96.2％）

高強度ばね鋼線および自動車部
品の製造販売

塩 城 高 周 波 熱 煉 有 限 公 司 83百万中国元 50.0％ 誘導加熱装置、自動車部品等の
製造販売および金属熱処理加工

上 海 中 煉 線 材 有 限 公 司 152百万中国元 40.0％ 高強度ばね鋼線の製造販売
広 州 豊 東 熱 煉 有 限 公 司 25百万中国元 50.0％ 金属熱処理加工
高周波熱錬（中国）軸承有限公司 195百万中国元 100.0％ 建設機械部品の製造販売
韓 国 熱 錬 株 式 会 社 1,000百万韓国ウォン 91.0％ 誘導加熱装置の製造販売
ネ ツ レ ン ・ チ ェ コ s.r.o. 528百万チェココルナ 100.0％ 高強度ばね鋼線の製造販売

PT. ネ ツ レ ン ・ イ ン ド ネ シ ア 181,898百万
インドネシアルピア 96.8％ メンテナンスサービス事業およ

び金属熱処理加工

ネツレン・メキシコ，S.A.de C.V. 186百万メキシコペソ 100.0％
（2.0％）

メンテナンスサービス事業およ
び金属熱処理加工

（注）1． 議決権比率の（ ）内の数字は、間接所有割合を内数で示しております。
2． 2025年４月10日に株式会社ドーケン、2025年11月28日にMDI株式会社の株式をそれぞれ取得し、
同社を子会社といたしました。

③ その他
該当事項はありません。

2026年05月22日 17時55分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



21

（7）企業集団の主要な事業内容
事 業 区 分 事 業 内 容

製 品 事 業 部 関 連 事 業 PC鋼棒・異形PC鋼棒・せん断補強筋・高強度ばね鋼線・自動車部品・建設機械部品等の製造販売
IH 事 業 部 関 連 事 業 熱 処 理 受 託 加 工 お よ び 誘 導 加 熱 装 置 等 の 製 造 販 売

（8）企業集団の主要拠点等
① 当社の主要な事業所
事 業 所 名 所 在 地 事 業 所 名 所 在 地

本 社 東 京 都 品 川 区 製品事業部 平 塚 工 場 神 奈 川 県 平 塚 市
IH 事 業 部 尼 崎 工 場 兵 庫 県 尼 崎 市 〃 赤 穂 工 場 兵 庫 県 赤 穂 市

〃 刈 谷 工 場 愛 知 県 刈 谷 市 〃 いわき工場 福 島 県 い わ き 市
〃 岡 山 工 場 岡 山 県 総 社 市 〃 可 児 工 場 岐 阜 県 可 児 市
〃 茨 城 工 場 茨 城 県 ひ た ち な か 市 〃 神 戸 工 場 兵 庫 県 神 戸 市 北 区
〃 可児NH工場 岐 阜 県 可 児 市 研 究 開 発 本 部 神 奈 川 県 平 塚 市
〃 平 塚 工 場 神 奈 川 県 平 塚 市

② 主要な子会社の事業所
事 業 所 名 所 在 地 事 業 所 名 所 在 地

株 式 会 社 ネ ツ レ ン ・
ヒートトリート山口工場 山 口 県 山 陽 小 野 田 市 塩城高周波熱煉有限公司 中 国 江 蘇 省 塩 城 市

株 式 会 社 ネ ツ レ ン ・
ヒートトリート山形工場 山 形 県 東 根 市 ネ ツ レ ン ア メ リ カ

コ ー ポ レ ー シ ョ ン
米 国 オ ハ イ オ 州
ハ ミ ル ト ン 市

株式会社ネツレン小松 石 川 県 小 松 市 高 周 波 熱 錬 （中 国）
軸 承 有 限 公 司 中 国 山 東 省 済 寧 市

上海中煉線材有限公司 中 国 上 海 市 ネツレン・チェコ s.r.o. チ ェ コ 共 和 国
ウ ス テ ィ 州 ザ テ ツ 市

広州豊東熱煉有限公司 中 国 広 東 省 広 州 市 韓 国 熱 錬 株 式 会 社 大韓民国慶尚北道永川市
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（9）従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
1,651名 ＋56名 ー歳 ー年

（注） 従業員数には、パートタイマーおよびアルバイトは含んでおりません。

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
872名 △11名 41.1歳 14.3年

（注） 従業員数には、パートタイマーおよびアルバイトは含んでおりません。

（10）主要な借入先

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 7,191百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,377百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,116百万円
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外国法人等
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株式の分布状況
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2． 会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 150,000,000株

（2）発行済株式の総数 32,805,400株

（3）株 主 数 49,360名

（4）大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,622 11.1

日 本 製 鉄 株 式 会 社 3,101 9.5

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,432 4.4

伊 藤 忠 丸 紅 住 商 テ ク ノ ス チ ー ル 株 式 会 社 999 3.1

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 907 2.8

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 812 2.5

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 762 2.3

ネ ツ レ ン 協 力 企 業 持 株 会 719 2.2

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 578 1.8

本 間 常 夫 558 1.7

（注）1． 持株比率は、自己株式（200千株）を控除して計算しております。
2． 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、株式会社日本カストディ銀行（信託口）の持株数
は、信託業務に係るものであります。
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（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は、中期インセンティブとしての譲渡制限付株式報酬（RS）およ

び業績連動型株式報酬（PSU）であります。
譲渡制限付株式報酬（RS）は、基準支給額の9.375％（制度導入時または役員就任時当初２年間は

12.1875％）を報酬額決定の取締役会前営業日の株価で計算し当社株式数を譲渡制限付で事前に交付してお
ります。譲渡制限期間満了日は、当社退職日としております。
業績連動型株式報酬（PSU）は、３事業年度を対象として、中期的な業績の達成度に応じて当社株式を対

象期間経過後に事後交付します。３事業年度実績の達成度が110％以上（満額）の場合は、基準支給額の
9.375％としております。支給率は、連結の売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利
益、ROEの達成度に応じて0.0〜1.0の範囲で決定しております。

・取締役、その他の役員に交付した株式の区分別合計
区 分 株 式 数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 19,500 株 4 名

社 外 取 締 役 − −

監 査 役 − −
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3． 会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等 （2026年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況
取 締 役
社 長 執 行 役 員
（代表取締役）

大 宮 克 己

取 締 役
専 務 執 行 役 員 一 色 信 元

技術開発・事業開発・DX推進・情報戦略担当、研究開発本部長
〔重要な兼職の状況〕
株式会社ネツレン・ヒートトリート代表取締役社長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 鈴 木 孝

製品事業部長、調達本部長
〔重要な兼職の状況〕
ネツレン アメリカ コーポレーション取締役社長
高周波熱錬（中国）軸承有限公司董事長

取 締 役
上 席 執 行 役 員 安 川 知 克

安全衛生・環境担当、管理本部長
〔重要な兼職の状況〕
株式会社ネツレン・名南代表取締役社長

取 締 役 森 山 義 子
〔重要な兼職の状況〕
TMI総合法律事務所カウンセル弁護士
ヤマト インターナショナル株式会社社外取締役

取 締 役 伊 藤 豊 次
監査役（常勤） 池 上 由 洋

監 査 役 圓 實 稔
〔重要な兼職の状況〕
株式会社守谷商会社外監査役
株式会社GM INVESTMENTS社外監査役

監 査 役 上 条 香代子 〔重要な兼職の状況〕
株式会社サンドラッグ社外監査役

（注）1． 取締役森山義子および取締役伊藤豊次の両氏は、社外取締役であります。なお、当社は、両氏が株式
会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員である旨の
独立役員届出書を提出しております。

2． 監査役圓實稔および監査役上条香代子の両氏は、社外監査役であります。なお、当社は、両氏が株式
会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員である旨の
独立役員届出書を提出しております。また、監査役上条香代子氏は公認会計士の資格を有し、財務およ
び会計に関する相当程度の知識を有しております。
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3． 2026年４月１日付で、取締役の担当を次のとおり変更いたしました。
地 位 氏 名 担 当

取 締 役
専 務 執 行 役 員 一 色 信 元 技術開発・事業開発・DX推進・情報戦略担当、研究開発本部長、

情報統括室長
取 締 役
常 務 執 行 役 員 鈴 木 孝 物流統括管理者（CLO/Chief Logistics Officer）、製品事業部

長、調達本部長

（2）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役および監査役は、当社定款の定めにより、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、その限度額は、法令が定める額としており
ます。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており

ます。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役、監査役および執行役員であり、被保険者は保険料を
負担しておりません。当該保険契約により保険期間中に被保険者に対して提起された損害賠償請求にかかる
訴訟費用および損害賠償金が填補されることとなります。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が法令違反の行為

であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には填補の対象とならないなど、一定の免責
事由があります。

（4）取締役および監査役の報酬等の額
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
（基本方針）

当社の取締役の報酬は、社内規程の定める基準に基づき、任意の報酬委員会において、持続的な成長に向
けた健全なインセンティブとして機能するよう、客観性・透明性ある手続きに従って具体的な報酬額を算出
するよう審議され、その答申を踏まえて取締役会の決議により決定しております。
また、当社の取締役の報酬等の額の算定方法の決定に関する方針については、取締役の報酬に関する手続

きの公正性・透明性・客観性について協議し、適切な経営体制を構築するために、任意の報酬委員会の答申
を踏まえて取締役会の決議により決定しております。
具体的には、社外取締役を除く取締役の報酬は、固定報酬、短期インセンティブ報酬としての業績連動現

金報酬（短期賞与）、中期インセンティブとしての譲渡制限付株式報酬（RS）および業績連動型株式報酬
（PSU）から構成し、社外取締役の報酬に関しては、業績等ではなく会社への貢献度等を考慮して決定して
おります。
監査役の報酬は、経営に対する独立性、客観性を重視する視点から固定報酬のみで構成され、各監査役の

報酬額は、監査役の協議によって決定しております。
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（固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期ま
たは条件の決定に関する方針を含む。））
固定報酬としての基本報酬は、取締役の役割と役位に応じて基準支給額を決定し、基準支給額の80％を年

額固定報酬とし、年額固定報酬を12カ月で按分した上で月額固定報酬として支給しております。基準支給額
は、取締役会が報酬委員会に世間相場などに基づき諮問し、諮問に対する報酬委員会の答申を踏まえて取締
役会にて決定しております。

（業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与
える時期または条件の決定に関する方針を含む。））
業績連動現金報酬は、対象事業年度の達成度が110％以上（満額）の場合は、基準支給額の26.25％とし

ております。支給率は、連結の売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益の達成度に
応じて0.0〜1.0の範囲で決定しております。
個人別業績評価は、資質・マネジメント力等により評価し、短期インセンティブとしての業績連動現金報

酬に対して±10％の範囲で格差を付けております。
非金銭報酬は、譲渡制限付株式報酬（RS)および業績連動型株式報酬（PSU）としております。
譲渡制限付株式報酬（RS)については、基準支給額の9.375％（制度導入時または役員就任時当初２年間

は12.1875％）を報酬額決定の取締役会前営業日の株価で計算し当社株式数を譲渡制限付で事前に交付して
おります。譲渡制限期間満了日は、当社退職日としております。
業績連動型株式報酬（PSU）については、３事業年度を対象として、中期的な業績の達成度に応じて当社

株式を対象期間経過後に事後交付します。３事業年度実績の達成度が110％以上（満額）の場合は、基準支
給額の9.375％としております。支給率は、連結の売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当
期純利益、ROEの達成度に応じて0.0〜1.0の範囲で決定しております。

（例）基準支給額が20百万円の場合の計算式
Ｙ＝16＋5.25×Ｘ１＋（1.875＋1.875×Ｘ２）
Ｙ：支給額（単位：百万円）
Ｘ１（短期インセンティブ／現金）：0.0≦Ｘ１≦1.0
Ｘ２（中期インセンティブ／株式）：0.0≦Ｘ２≦1.0
※Ｘ１＝短期インセンティブの支給率 Ｘ２＝中期インセンティブの支給率
株式報酬は、上記支給額に対して予め定められた確定日の株価終値に基づき株式数を計算する。
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（金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の
決定に関する方針）
社外取締役を除く取締役の報酬については、評価基準の達成度が110％以上（満額）の場合、固定報酬：

業績連動現金報酬：譲渡制限付株式報酬（RS）および業績連動型株式報酬（PSU）＝64％：21％：15％と
しております。
毎期の持続的な業績改善に加えて、ビジョン経営および中期経営計画の達成を確実に実行するという観点

での中長期的な成長を動機づける設計としております。
ビジョン経営推進に向けて各取締役のベクトルを一つに合わせるため、報酬の業績連動性は、役位に関わ

らず同一としております。

② 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2007年６月28日開催の第96回定時株主総会であ

り、決議の内容は、取締役の報酬額を月額35百万円以内（うち社外取締役分は月額２百万円以内。）、監査役
の報酬額を月額６百万円以内（うち社外監査役分は月額２百万円以内。）とするものであります。当該定時
株主総会終結時点の取締役の員数は９名（うち社外取締役は１名）、監査役の員数は３名（うち社外監査役
は２名）です。
また、2020年６月25日開催の第109回定時株主総会において、業績連動現金報酬および株式報酬制度の

導入について決議され、現行の取締役の報酬とは別枠で、当社の対象取締役に対しての業績連動現金報酬
（短期賞与）は年額150百万円以内、譲渡制限付株式報酬（RS）の付与のために支給する金銭報酬の総額は
年額150百万円以内（総数15万株以内）、業績連動型株式報酬（PSU）の付与のために支給する金銭報酬の
総額は年額150百万円以内（総数15万株以内）（ただし、議案の決議日以降、当社の普通株式の株式分割
（当社普通株式の株式無償割当を含みます。）または株式併合が行われた場合その他これらの場合に準じる場
合、割り当てる総数の上限の調整を必要とする場合であって、この総数の上限の調整を必要とする場合に
は、この総数の上限を合理的に調整できるものとします。）として設定することについて承認を頂いており
ます。当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は８名です。
なお、この報酬額には、使用人としての職務を有する取締役の使用人分の給与は含まないこととしており

ます。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長執行役員大宮克己がその具体的内容につ

いて委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の業績連動現金報酬の評価配分としております。
なお、代表取締役に委任した理由は、当社グループを取り巻く経営環境、経営状況等を最も熟知し、総合的
に役員の報酬額を決定できると判断したためであります。
取締役会は、当該権限が代表取締役によって適切に行使されるよう、任意の報酬委員会に原案を諮問し答

申を得るものとしております。取締役の個人別の報酬等の決定に当たっては、任意の報酬委員会が、持続的
な成長に向けた健全なインセンティブとして機能するよう、客観性・透明性ある手続きに従って具体的な報
酬額を算出するよう検討を行っているため、取締役会も基本的にその答申を尊重し決定方針に沿うものであ
ると判断しております。

2026年05月22日 17時55分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



29

④ 取締役および監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の
総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)
対象となる
役員の員数
(人)基本報酬

業績連動報酬等 非金銭
報酬等金銭報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
(うち社外取締役)

186
(16)

127
(16)

30
(ー)

14
(ー)

13
(ー)

7
(3)

監 査 役
(うち社外監査役)

28
(12)

28
(12) ー ー ー 3

(2)
（注）1． 業績連動報酬等の金額は、2020年６月25日開催の当社第109回定時株主総会において決議された取

締役に対する業績連動現金報酬および株式報酬制度の導入に伴い、当事業年度に引当計上した金額を記
載しております。

2. 業績連動報酬等の額には、短期インセンティブとしての業績連動現金報酬（短期賞与）および中期イ
ンセンティブとしての業績連動型株式報酬（PSU）が含まれております。これらの額の算定の基礎とし
て選定した業績指標の内容は、短期賞与が対象事業年度の公表ベースの連結業績目標値（売上高、営業
利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益）、PSUが対象３事業年度の１年前の連続３年間の公
表ベースの連結業績目標値（売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益、ROE）
の平均値であります。また、当該業績指標を採用した理由は、毎期の持続的な業績改善に加えて、ビジ
ョン経営および中期経営計画の達成を確実に実行するという観点での中長期的な成長を動機づけるため
であります。
業績連動報酬等の額の算定方法は、3.（4）① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関す
る事項の（業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方
針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。））に記載のとおりです。
なお、当事業年度を含む業績指標の推移は1.（5）財産および損益の状況の推移に記載のとおりです。

3. 非金銭報酬等として取締役に対して株式報酬を交付しております。当該株式報酬の内容およびその交
付状況は、2.（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況に記載のとおり
です。
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（5）社外役員に関する事項
① 他の法人等との兼職状況（他の法人等の業務執行者である場合）および当社と当該他の法人等との関係

・取締役森山義子氏は、TMI総合法律事務所のカウンセル弁護士であり、当該他の法人等との重要な取引
はありません。

② 他の法人等の社外役員の兼職状況および当社と当該他の法人等との関係
・取締役森山義子氏は、ヤマト インターナショナル株式会社の社外取締役であり、当該他の法人等との
重要な取引はありません。

・監査役圓實稔氏は、株式会社守谷商会の社外監査役であり、また、株式会社GM INVESTMENTSの社
外監査役であり、当該他の法人等との重要な取引はありません。

・監査役上条香代子氏は、株式会社サンドラッグの社外監査役であり、当該他の法人等との重要な取引は
ありません。

③ 当事業年度における主な活動状況
取締役会等への出席状況および発言状況

区 分 氏 名 出席状況および発言状況

取締役 森 山 義 子 当期に開催された取締役会15回のすべてに出席し、主に弁護士としての専門的
な知識・経験からの発言を行っております。

取締役 伊 藤 豊 次
2025年６月の就任後、当期に開催された取締役会12回のすべてに出席し、主
に製造業に関する専門的な知識に加え、経営者としての豊富な経験と実績から
の発言を行っております。

監査役 圓 實 稔
当期に開催された取締役会15回のすべてに出席し、また、当期に開催された監
査役会15回のすべてに出席し、経営者としての豊富な経験・知見からの発言を
行っております。

監査役 上 条 香代子
当期に開催された取締役会15回のすべてに出席し、また、当期に開催された監
査役会15回のすべてに出席し、主に公認会計士としての専門的な知識・経験か
らの発言を行っております。

社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
・取締役森山義子氏は、弁護士としての経験に基づき、当社経営の意思決定における適法性、適正性の観
点での適切な助言・提言および独立した立場からの業務執行の監督を期待しております。職務の概要と
しては、弁護士としての専門的な知識と豊富な経験により、当社とは独立した立場からガバナンスやコ
ンプライアンスを重視した経営全般に関する積極的な提言や助言を行うことで、取締役会の意思決定の
適正性確保に貢献しております。また、国内外の企業法務に関する豊富な経験とダイバーシティ、サス
テナビリティ等に関する専門的な知識を活かし、広い視点で提言して改革推進に貢献しております。

・取締役伊藤豊次氏は、経営者としての経験に基づき、技術開発力向上や生産現場力強化、また、グロー
バル市場拡大、人財戦略に対する適切な助言・提言および独立した立場からの業務執行の監督を期待し
ております。職務の概要としては、製造業における専門的な知識に加え、経営者としての豊富な経験と
実績を活かし、当社とは独立した立場から、品質・安全・環境におけるリスク管理と事業推進上の課題
に対する助言・提言を行うことで、経営課題の解決に貢献しております。
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4． 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

井上監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31百万円
当社および当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 32百万円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係
る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま
え、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬の実績の推移、報酬見積も
りの算定根拠等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同
意を行っております。

（3）非監査業務の内容
当社は井上監査法人に対して、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第37条第１項の規

定に基づく、賦課金に係る特例の認定申請の確認書面に関する業務の対価を支払っております。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定められている解任事由に該当すると認められる場

合には、監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。
また、監査役会は、会計監査人に適正な監査の遂行に支障をきたす事由が生じたと認められる場合には、解

任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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5． 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務

ならびに当社および当社子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）を
定めております。当該体制およびその運用状況は、以下のとおりであります。

（1）当社および当社子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
① 「ネツレングループ経営理念を定める規程」、「ネツレングループ企業行動倫理基準を定める規程」、「サス

テナビリティ基本規程」および「コンプライアンス規程」等の経営理念、倫理・行動基準、会社規程等に
従い、当社および当社グループの役員・従業員等は、法令および定款等の会社規程を遵守するとともに、
適切に当社グループの社会的責任を果たすこととする。

② 当社は、当社グループの役員・従業員等に対し、法令遵守等に関する研修を行い、コンプライアンス意識
の醸成に努めることとする。また、当社グループは「内部通報制度」（コンプライアンス・ヘルプライン）
を常設することにより、コンプライアンス上疑義のある行為等について、従業員等から直接情報提供が行
える体制をとることとする。

③ 当社および当社グループの役員・従業員等は、「反社会的勢力対応管理規程」等に基づき、グループ全体
において、社会的な秩序および企業の健全な活動に悪影響を与えるあらゆる個人・団体とは一切の関わり
を持たないこととする。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
① 法令および会社規程に従い、取締役はその職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等と

いう）に記録し、適切に保存し、管理する。
② 取締役および監査役は、会社規程の定めに基づき、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

（3）当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 品質、コンプライアンス、災害、環境、情報管理等に係る当社グループ全体のリスク管理については、
「関係会社管理規程」および「リスクマネジメント基本規程」を定め、管理本部管理部および安全衛生・
環境対策室が、組織横断的にリスク状況の監視および全社的対応を行う。また、内部監査室が、定期的に
各部門のリスク管理の状況を監査し、必要に応じて、取締役会またはコンプライアンス委員会等に報告す
ることとする。

② 「危機管理規程」を定め、危機（重大な不測の事態）が発生した場合の情報収集、報告方法および緊急対
策本部設置等の対応方法を明確化するとともに、地震、水害等の自然災害に対しては、別途対応マニュア
ルを定めることとする。
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（4）当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 「業務規程」、「稟議規程」等の会社規程に基づき、職務権限および意思決定ルールを明確化するとともに、

当社グループにこれに準拠した体制を構築させることとする。
② グループ中期経営計画を策定し、事業年度ごとにその進捗および経営状況を把握し、グループ全体の重点

経営目標を定めることとする。
③ 取締役会は、原則月１回以上開催するとともに、原則月２回、海外駐在者を除き、取締役(社外取締役を除

く)、執行役員、常勤監査役、本部長、事業部長等の出席による経営・執行役員会議を開催することによ
り、経営上の重要な意思決定を機動的に行い、経営課題の早期解決を図ることとする。

（5）当社および当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 「関係会社管理規程」等に基づき、関係会社ごとに管理担当部門および管理担当部門長を定め、当該管理

担当部門長は、担当会社のコーポレート・ガバナンス体制、コンプライアンス体制、リスク管理体制等の
構築・整備を行うこととする。

② 監査役、内部監査室、安全衛生・環境対策室およびコンプライアンス委員会は、関係会社を定期的に監査
することにより、グループ内において業務の適正を確保することとする。

③ 財務報告の信頼性確保については、内部統制統括室および内部統制推進委員会等を設置のうえ、「財務報
告に係る内部統制運用規程」に基づき、グループ内における財務報告に係る内部統制体制の整備を進め、
これを適切に運用することとする。

（6）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
① 「関係会社管理規程」に基づき、管理担当部門長は、関係会社の事業計画、経営状況、財務状況、その他

重要な情報について、関係会社に報告を求めるとともに、年２回定期的にグループ会議を開催し、関係会
社の代表者は、経営内容等について、報告することとする。

② 不測の事態が発生した場合、グループ会社は、速やかに管理担当部門長に報告することとする。

（7）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
① 監査役は、その職務を補助すべき要員に対し、その補助者として、監査業務を行うよう指揮命令できるこ

ととする。
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（8）前号の使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
① 前号補助者の人事異動および人事評価については、常勤監査役の事前の同意を得なければならないものと

する。
② 前号補助者は、他部署の使用人を兼務しないこととする。

（9）取締役および使用人が当社監査役に報告をするための体制
① 当社の役員・従業員等は、監査役に対して、速やかに、法定の事項に加え、当社グループに重大な影響を

及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ヘルプラインによる内部通報内容を報告すること
とする。

（10）当社子会社の取締役・監査役等および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社監査役に報告する
ための体制

① 当社グループの役員・従業員等は、当社監査役から業務執行に関する事項について、報告を求められた時
は、速やかに適切な報告を行うものとする。

② 当社グループの内部通報制度の受付窓口であるコンプライアンス委員会事務局は、当社グループの役員・
従業員等からの内部通報の状況について、適宜、当社監査役に対し、報告するものとする。

（11）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
① 当社は、当社の監査役へ報告を行った当社グループの役員・従業員等に対し、当該報告をしたことを理由

として、不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役員・従業員等に周知徹底すること
とする。

（12）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該職務の執行について生ず
る費用または債務の処理に係る方針に関する事項

① 当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求
をした時は、管理本部管理部において確認の上、当該請求に係る費用または債務が、当該監査役の職務の
執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理するものとする。

（13）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役と代表取締役およびその他の取締役は、定期的に意見交換の場を持ち、意思の疎通を図ることとす

る。
② 監査役は、取締役会およびその他経営に関する重要な会議に出席し、審議事項がある時または求めに応じ

て、意見を述べることができるものとする。
③ 監査役は、内部監査部門および会計監査人と定期的にまた随時に意見交換を行い、必要に応じて、会計監

査人から報告を求めることができるものとする。
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＜内部統制システムの運用状況の概要＞
（1）コンプライアンスに関する運用状況

「ネツレングループ経営理念を定める規程」、「ネツレングループ企業行動倫理基準を定める規程」を策
定し、その内容は、小冊子形式にて、全従業員に配布しております。また、随時、会議体などを利用し
て、内容の伝達に努めており、周知徹底を図るとともに、法令および定款等の会社規程を遵守することの
徹底を図っております。
さらに、コンプライアンスの意識を高めるために、全従業員に対し継続教育を実施し、その実施状況に

ついて、確認しております。また、グループ各社とも「内部通報制度」（コンプライアンス・ヘルプライ
ン）を導入しており、適切に制度が運用されております。
なお、コンプライアンスを継続的に運営管理するため、年４回のコンプライアンス委員会を開催し、万

が一、コンプライアンス違反が生じた場合、厳正な事実調査、厳格な処分および適切な再発防止策を決定
することとしております。
社会的秩序および企業の健全な活動に悪影響を与えるあらゆる個人・団体（反社会的勢力）排除への取

組みは、「反社会的勢力対応管理規程」を制定し、具体的な対応要領が定められ、内容の周知徹底を図っ
ております。また、グループ各社に対しても、啓発のためのポスターを配布するなど指導を行っておりま
す。

（2）損失の危機の管理に関する運用状況
損失の危険の管理に関しては、「リスクマネジメント基本規程」および「関係会社管理規程」等に従い、

定期的にリスク分析を行い、四半期ごとに経営・執行役員会議で、想定されるリスクへの対応状況を確認
し、必要に応じた対応がなされております。
危機（重大な不測の事態）が発生した場合は、「危機管理規程」に基づき、緊急対策本部を設置すると

ともに、グループ会社では、管理担当部門長に速やかに事態を報告し、対処することとしております。

（3）職務執行が効率的に行われることおよび業務の適正確保に関する運用状況
「業務規程」、「稟議規程」等に基づき、職務権限および意思決定ルールを明確にしております。
当社グループは、中期経営計画を策定し、事業年度ごとに目標を定め、年度毎の内容分析を含め進捗管

理を行っております。また、原則月１回以上の取締役会および原則月２回以上の経営・執行役員会議を開
催し、経営課題の早期解決を図っております。取締役は、各会議体の議事録等を含め重要情報(文書含む）
の保存、管理を適切に行い、取締役および監査役は、これらの重要情報(文書含む）を適宜、閲覧しており
ます。
グループ会社における業務の適正および職務の執行につきましては、「関係会社管理規程」等に基づき、

管理担当部門長は、当社グループのコーポレート・ガバナンス、コンプライアンス、リスク管理等の体制
の構築・整備を推進するとともに、監査役、内部監査室および安全衛生・環境対策室は、定期的に当社グ
ループの監査を実施しております。安全衛生関係については、年2回の全社安全衛生推進委員会を開催し、
環境関係については、年4回の全社環境保全委員会を開催し、業務の適正を確保しております。
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財務報告の信頼性確保につきましては、内部統制統括室および内部統制推進委員会により、当社グルー
プの財務報告に係る内部統制体制の整備、運用を適切に行うとともに、年２回の内部統制推進委員会を開
催し、財務報告における課題、問題点、気づき等が報告され、評価結果を確認しております。
また、必要に応じて、管理担当部門長は、子会社から重要な情報の報告を求めており、年２回定期的

に、子会社の代表者から、経営内容等の報告を受けております。不測の事態が発生した場合は、「危機管
理規程」に基づき、グループ会社は、管理担当部門長に報告することとしております。

（4）監査役監査の実効性の確保等に関する運用状況
監査役は、随時、監査役会を開催するとともに、取締役会等の重要な会議への出席および重要書類の閲

覧等により、取締役の職務執行状況を監査するほか、会計監査人および内部監査室との相互連携ならびに
関係会社から経営状況の報告を受けることに加え、監査役会の実効性評価を自ら行うなど、監査の実効性
を高めております。
当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、内部通報等の情報は、監査役に報告さ

れております。なお、「内部通報制度」（コンプライアンス・ヘルプライン規程）に、通知者の不利益排除
を明記するとともに、当社グループの役員・従業員全員に対し、周知徹底を図っております。
監査役会と代表取締役、取締役等とは、定期的に意見交換を行い、意思の疎通を図っております。ま

た、監査役は、内部監査部門および会計監査人と定期的に意見交換を行い、必要に応じ、会計監査人から
報告を受けております。
監査役の職務執行について生じる費用について、適切に費用処理を行っております。

6． 株式会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本事業報告中の記載数字は、金額および株数については表示単位未満を切り捨て、比率その他については、表

示単位未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
電 子 記 録 債 権
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
借 地 権
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
退職給付に係る資産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

43,753
17,153
12,762
4,313
339

1,683
2,031
3,888
1,759
△179
44,393
29,318
9,227
6,441
10,377
216

2,545
509

2,709
976

1,626
105

12,365
10,949

21
650
151
670
△77

流 動 負 債
支払手形及び買掛金
電 子 記 録 債 務
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
役員株式給付引当金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
役員株式給付引当金
退職給付に係る負債
そ の 他

13,060
4,035
1,615
3,799
79
271
812
44
11

2,389
9,708
7,819
297

1,130
16
129
315

負 債 合 計 22,768
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
為 替 換 算 調 整 勘 定
退職給付に係る調整累計額

非 支 配 株 主 持 分

49,141
6,418
1,714
41,239
△230
9,077
2,970
5,463
643

7,159
純 資 産 合 計 65,378

資 産 合 計 88,146 負 債 及 び 純 資 産 合 計 88,146
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連 結 損 益 計 算 書
（2025

2026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 58,277
売上原価 47,069

売上総利益 11,208
販売費及び一般管理費 9,315

営業利益 1,892
営業外収益
受取利息 126
受取配当金 200
補助金収入 3
受取保険金及び配当金 50
持分法による投資利益 213
スクラップ売却益 156
匿名組合投資利益 104
その他 136 994

営業外費用
支払利息 115
為替差損 19
休止固定資産減価償却費 33
その他 53 222
経常利益 2,663

特別利益
固定資産売却益 4
投資有価証券売却益 3
受取保険金 11
補助金収入 7
その他 0 28

特別損失
固定資産売却損 0
固定資産除却損 79
減損損失 257
その他 10 347
税金等調整前当期純利益 2,344

法人税、住民税及び事業税 572
法人税等調整額 1 573
当期純利益 1,771
非支配株主に帰属する当期純利益 442
親会社株主に帰属する当期純利益 1,329
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連結株主資本等変動計算書
（2025

2026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
2025年４月１日残高 6,418 1,714 43,850 △197 51,785
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △2,005 △2,005
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,329 1,329
自己株式の取得 △2,000 △2,000
自己株式の処分 0 32 33
自己株式の消却 △1,935 1,935 −
利益剰余金から資本剰余金への
振替 1,934 △1,934 −
連結範囲の変動 −
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 − − △2,610 △32 △2,643
2026年３月31日残高 6,418 1,714 41,239 △230 49,141

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分 純資産合計その他有

価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

2025年４月１日残高 2,528 4,815 411 7,755 6,788 66,329
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △2,005
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,329
自己株式の取得 △2,000
自己株式の処分 33
自己株式の消却 −
利益剰余金から資本剰余金への
振替 −
連結範囲の変動 203 203
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 442 648 231 1,322 167 1,490

連結会計年度中の変動額合計 442 648 231 1,322 370 △950
2026年３月31日残高 2,970 5,463 643 9,077 7,159 65,378
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貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債

電 子 記 録 債 務
買 掛 金
短 期 借 入 金
1年以内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 消 費 税 等
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
役員株式給付引当金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
役員株式給付引当金
退 職 給 付 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
そ の 他

8,848
1,384
2,121
1,180
2,200
16
68
873
84
748
42
11
117

8,233
7,600
21
16
300
180
114

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

21,484
7,196

4
4,020
6,698
569
850

1,390
159
429
36
161
△32

37,363
16,215
4,209
164

2,043
25
256

8,713
34
768
67
0
67

21,079
4,080
16,662

6
480
35
174

△360

負 債 合 計 17,082
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金

39,827
6,418
1,535
1,535
32,103
945

31,158
816

24,006
6,336
△230
1,937
1,937

純 資 産 合 計 41,764
資 産 合 計 58,847 負 債 及 び 純 資 産 合 計 58,847
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損 益 計 算 書
（2025

2026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 29,632
売上原価 22,474

売上総利益 7,157
販売費及び一般管理費 6,369

営業利益 787
営業外収益
受取利息及び受取配当金 691
為替差益 25
その他 137 854

営業外費用
支払利息 101
休止固定資産減価償却費 10
貸倒引当金繰入額 3
その他 9 125
経常利益 1,517

特別利益
固定資産売却益 2
受取保険金 11 13

特別損失
固定資産除却損 27
環境対策費 7 34
税引前当期純利益 1,495

法人税、住民税及び事業税 161
法人税等調整額 192 354
当期純利益 1,141
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株主資本等変動計算書
（2025

2026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

固定資
産圧縮
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

2025年４月１日残高 6,418 1,535 − 1,535 945 825 31,006 2,125 34,902 △197 42,659
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △2,005 △2,005 △2,005
当期純利益 1,141 1,141 1,141
自己株式の取得 △2,000 △2,000
自己株式の処分 0 0 32 33
自己株式の消却 △1,935 △1,935 1,935 −
利益剰余金から資
本剰余金への振替 1,934 1,934 △1,934 △1,934 −
別途積立金の取崩 △7,000 7,000 − −
固定資産圧縮積立金の取崩 △9 9 − −
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 − − − − − △9 △7,000 4,210 △2,798 △32 △2,831
2026年３月31日残高 6,418 1,535 − 1,535 945 816 24,006 6,336 32,103 △230 39,827

評価・換算差額等
純資産
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

2025年４月１日残高 1,545 1,545 44,204
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △2,005
当期純利益 1,141
自己株式の取得 △2,000
自己株式の処分 33
自己株式の消却 −
利益剰余金から資
本剰余金への振替 −
別途積立金の取崩 −
固定資産圧縮積立金の取崩 −
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

391 391 391

事業年度中の変動額合計 391 391 △2,440
2026年３月31日残高 1,937 1,937 41,764
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月25日

高周波熱錬株式会社
取 締 役 会 御 中

井 上 監 査 法 人
東京都千代田区
指定社員
業務執行社員 公認会計士 林 映 男
指定社員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 勝 博

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、高周波熱錬株式会社の2025年４月１日から2026

年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、高周波熱錬株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
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・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月25日

高周波熱錬株式会社
取 締 役 会 御 中

井 上 監 査 法 人
東京都千代田区
指定社員
業務執行社員 公認会計士 林 映 男
指定社員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 勝 博

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、高周波熱錬株式会社の2025年４月１日から

2026年３月31日までの第115期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第115期事業年度における取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり
報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1） 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。

（2） 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算
規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）並びに計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

（2） 連結計算書類の監査結果
会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月25日
高周波熱錬株式会社 監査役会

常勤監査役 池 上 由 洋 ㊞
社外監査役 圓 實 稔 ㊞
社外監査役 上 条 香代子 ㊞

以 上
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会場ご案内図
所在地

交通機関のご案内
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電子提供措置の開始日 2026年６月３日

第115回定時株主総会
その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

○連結計算書類の連結注記表

○計算書類の個別注記表

高周波熱錬株式会社
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連結注記表

（継続企業の前提に関する注記）
該当事項はありません。

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の状況

連結子会社の数 19社
主要な連結子会社の名称 株式会社ネツレン・ヒートトリート

株式会社ネツレン小松
株式会社ネツレン・ヒラカタ
株式会社ドーケン
ネツレン・ユー・エス・エーInc.
ネツレン アメリカ コーポレーション
上海中煉線材有限公司
塩城高周波熱煉有限公司
広州豊東熱煉有限公司
高周波熱錬（中国）軸承有限公司
韓国熱錬株式会社
ネツレン・チェコ s.r.o.
PT.ネツレン・インドネシア
ネツレン・メキシコ，S.A.de C.V.

連結範囲の変更
当連結会計年度において、株式会社ドーケン及びMDI株式会社を子会社化したことに伴い、連結の
範囲に含めております。なお、MDI株式会社については、当連結会計年度においては貸借対照表の
みを連結しております。

（2）非連結子会社の状況
会社名 株式会社ネツレン・名南
連結の範囲から除いた理由
株式会社ネツレン・名南は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及
び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためで
あります。
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2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数 ５社
主要な会社等の名称 株式会社ネツレン・名南

高麗熱錬株式会社
US Chita CO.,LTD.
NTK精密アクスル株式会社
天津豊東熱処理有限公司

（2）持分法を適用しない関連会社の状況
持分法を適用しない関連会社の数 １社
主要な会社等の名称 株式会社ANDO Imagineering Group
持分法を適用しない理由
株式会社ANDO Imagineering Groupは、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見
合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

（3）持分法適用手続に関する事項
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類

を使用しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社1９社の決算日はすべて12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては同日現在の

計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま
す。

4. 会計方針に関する事項
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 ……………… 償却原価法（定額法）
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの …… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 …… 移動平均法による原価法

（2）デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法
主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）
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（4）固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……… 当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、1998年４月１
日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、在外
連結子会社は主として定額法を採用しております。

無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……… 定額法

リ ー ス 資 産
（所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産）

……… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

（5）引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 ……… 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 ……… 従業員の賞与の支給に充てるため、期末在籍従業員に対し、協定に基づ
いて計算した賞与支給見込額を計上しております。

役 員 賞 与 引 当 金 ……… 役員及び執行役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上
しております。

役員株式給付引当金 ……… 内規に基づく役員及び執行役員への当社株式の交付に充てるため、給付
見込額のうち、当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

（6）収益及び費用の計上基準
製品の販売に係る収益は、主に製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡

す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品に対
する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。
ただし、製品の国内の販売については、出荷時から製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通

常の期間である場合には、出荷時点で収益を認識しております。
また、顧客との契約の中で据付の義務を負う製品については、製品の据付が完了した時点で収益を認

識しております。
有償支給取引については、有償支給元への売り戻し時に、加工代相当額のみを純額で収益として認識

しております。
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（7）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計
処 理 の 方 法 ……… 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額
を計上しております。なお、年金資産の額が退職給付債務の額を超過し
ている場合は、退職給付に係る資産に計上しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。未認識数理計
算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他
の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお
ります。
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（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 （単位：百万円）

当連結会計年度

減損の兆候又は減損損失の認識を慎重に検討した国内外の一部の資産グループ
の連結貸借対照表上の有形固定資産 6,449

減損の兆候又は減損損失の認識を慎重に検討した国内外の一部の資産グループ
の連結貸借対照表上の無形固定資産 112

減損損失 257

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、原則として、当

該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローを見積り、見積られた割引前将来
キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として計上しております。
減損の兆候の把握に当たっては、国内外の一部の資産グループについて慎重に事業計画等を検討し、

減損の兆候が認められた場合には、減損損失の認識の判定を実施いたしました。
割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を上回っているかどうかの判定については、以下の

仮定に基づいております。
①各資産グループの事業計画については、経営陣により承認された予算及び中期経営計画を基礎として
算定しました。

②変動費については、実績及び予算等に基づき合理的に算定した変動費率を売上高に乗じて算出し、固
定費については、実績及び年々の昇給率等を見込んで算出しました。

③割引前将来キャッシュ・フローの見積期間は、各資産グループの主要な資産の経済的残存使用年数と
しました。
この結果、各資産グループの割引前将来キャッシュ・フローの総額は、帳簿価額を上回っております

が、高周波熱錬（中国）軸承有限公司（連結子会社）において、中国政府からの要請による工場移転を
進めており、このたび、その移転時期が確定したため工場閉鎖に伴い不要となる資産の帳簿価額を減
額、減損損失を計上いたしました。
なお、エネルギー・原材料価格の高止まりや不安定な為替変動、米国による関税政策や中国経済の減

速、さらに、中東情勢など地政学リスクの高まりなど、依然として先行き不透明な状況が続いておりま
す。これらの懸念材料が解消するには時間を要することが見込まれることから、しばらくは予断を許さ
ない状況が継続し、当社グループの業績にも影響を与えると想定しております。
このような想定のもと、固定資産の減損の判定について会計上の見積りを行っておりますが、これら

の懸念材料が想定以上に変動した場合や長期化した場合、固定資産の減損損失が発生する可能性があり
ます。
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のれんの評価
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 （単位：百万円）

当連結会計年度

のれん 1,626

減損損失 −

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
のれんは、株式会社ドーケン及びMDI株式会社の株式を取得した際に計上したものであります。のれ

んについては、減損の兆候の有無を検討し、兆候を識別した場合、のれんの残存償却期間に対応する期
間における割引前将来キャッシュ・フローを事業計画に基づいて算定し、帳簿価額と比較して減損損失
の認識の要否を判定しております。必要と判断した場合には、当該のれんについて回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失として認識することとしております。
割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を上回っているかどうかの判定については、以下の

仮定に基づいております。
①各資産グループの事業計画については、経営陣により承認された予算及び中期経営計画を基礎として
算定しました。

②変動費については、実績及び予算等に基づき合理的に算定した変動費率を売上高に乗じて算出し、固
定費については、実績及び年々の昇給率等を見込んで算出しました。

③割引前将来キャッシュ・フローの見積期間は、のれんの残存償却期間としました。
当連結会計年度においては、取得原価のうち、のれんに配分された金額が相対的に多額であるため、

減損の兆候が存在すると判断しましたが、割引前将来キャッシュ・フローがのれんを含む資産グループ
に係る固定資産の帳簿価額を上回っているため減損損失の認識は不要と判断しております。
なお、エネルギー・原材料価格の高止まりや不安定な為替変動、米国による関税政策や中国経済の減

速、さらに、中東情勢など地政学リスクの高まりなど、依然として先行き不透明な状況が続いておりま
す。これらの懸念材料が解消するには時間を要することが見込まれることから、しばらくは予断を許さ
ない状況が継続し、当社グループの業績にも影響を与えると想定しております。
このような想定のもと、のれんの減損の判定について会計上の見積りを行っておりますが、これらの

懸念材料が想定以上に変動した場合や長期化した場合、のれんの減損損失が発生する可能性がありま
す。
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（連結貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 68,729百万円

保証債務
連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、次のとおり債務保証（連帯保証）を行っております。
ＤＩＳＴ株式会社 279百万円

担保に供している資産及び担保に係る債務
担保に供している資産
建物 63百万円
土地 38百万円
計 101百万円
担保に係る債務
長期借入金（１年内返済予定長期借入金を含む） 32百万円

（連結損益計算書に関する注記）
減損損失（特別損失）
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 減損損失

工場 建物及び構築物 高周波熱錬（中国）軸承有限公司
（中国山東省済寧市） 257百万円

当社グループは、資産を管理会計上の区分を基準に、主として工場単位（事業の相互補完性が認められる場
合は、複数工場をひとつのグルーピングとする。）でのグルーピングを行っております。また、連結子会社は
主として会社単位でのグルーピングを行っております。
高周波熱錬（中国）軸承有限公司（連結子会社）において、中国政府からの要請による工場移転を進めてお

り、このたび、その移転時期が確定したため工場閉鎖に伴い不要となる資産の帳簿価額を減額し、当該減少額
を減損損失として特別損失に計上しております。減損損失の資産別内訳は、建物及び構築物257百万円であり
ます。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末株式数

発行済株式

普通株式（株） 34,495,400 − 1,690,000 32,805,400

自己株式

普通株式（株） 202,180 1,719,200 1,720,700 200,680

（注）1. 発行済株式の減少1,690,000株は、取締役会の決議に基づく自己株式の消却によるものであります。
2. 自己株式の増加1,719,200株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得1,719,100株、単元未満株

式の買取り100株によるものであります。自己株式の減少1,720,700株は、取締役会の決議に基づく
自己株式の消却1,690,000株、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分30,700株によるもので
あります。

2. 配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年6月26日
定時株主総会 普通株式 891 26.0 2025年3月31日 2025年6月27日

2025年11月10日
取締役会 普通株式 1,114 33.0 2025年9月30日 2025年12月8日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日

2026年6月25日
定時株主総会 普通株式 1,238 利益剰余金 38.0 2026年3月

31日
2026年6月
26日

2026年05月22日 17時53分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



9

（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、一時的な余資は安全性及び流動性の高い金融資産で運用し、また、運転資金は主に自己
資金及び金融機関からの借入でまかなっております。
受取手形、売掛金及び契約資産並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、社内規程に従い、主な取

引先の信用調査、取引先別の期日管理及び残高管理を行うことによりリスク軽減を図っております。また、
有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び一時的な余資運用の債券等であ
り、定期的に時価を把握しております。
なお、デリバティブ取引は、社内規程に従い、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するために利用

することがありますが、投機的な取引では一切行わない方針であります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券 439 437 △1
その他有価証券（注）2 4,252 4,252 −

資産計 4,692 4,690 △1

長期借入金（1年以内返済予定を含む）（注）3 10,146 10,011 △135

負債計 10,146 10,011 △135

（注）1. 「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「電子
記録債務」及び「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳
簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

2. 市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連
結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 340
3. 「長期借入金」には、1年以内返済予定の長期借入金の金額を含んでおります。
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3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 株式 4,252 − − 4,252

資産計 4,252 − − 4,252
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（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 社債 − 437 − 437

資産計 − 437 − 437

長期借入金（1年以内返済予定を含む） − 10,011 − 10,011

負債計 − 10,011 − 10,011
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

有価証券及び投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。社債は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定し
ており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
長期借入金（1年以内返済予定を含む）
長期借入金の時価は、主に一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額を同様の借入におい

て想定される利率で割り引いた現在価値で算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しておりま
す。
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（企業結合に関する注記）
（株式の取得による連結子会社化）
１．株式会社ドーケン
当社は、2025年４月４日開催の取締役会において、株式会社ドーケン（所在地：福岡県飯塚市）の株式取得

による子会社化について決議し、2025年４月10日付で株式を取得し同社を子会社化いたしました。

(1) 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：株式会社ドーケン
事業の内容 ：プレキャスト・コンクリート製品の製造販売等

② 企業結合を行った主な理由
株式会社ドーケンは、高品質なプレキャスト・コンクリート製品を中心とした製造販売を行ってお

り、当社は、施工現場での工期短縮や品質管理などの観点からも、プレキャスト・コンクリート製品
の需要が伸びると判断しております。
このたびの連結子会社化により、それぞれの強みを活かした相互補完的な協業によって、シナジー

効果が期待できることから、株式の取得を決定いたしました。
③ 企業結合日

2025年４月10日
④ 企業結合の法的形式

株式取得
⑤ 結合後企業の名称

変更はありません。
⑥ 取得した議決権比率

2025年４月10日：58.3％（議決権付株式総数60,000株のうち35,000株）
2025年７月15日：25.0％（議決権付株式総数60,000株のうち15,000株）
追加取得後の議決権比率：83.3％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

(2) 連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
2025年５月１日から2025年12月31日まで

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 1,908百万円
取得原価 1,908百万円
上記取得の対価には取得関連費用が含まれております。
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(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等 133百万円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

1,306百万円
② 発生原因

主として株式会社ドーケンが展開する高品質なプレキャスト・コンクリート製品を中心とした製造販
売事業によって期待される超過収益力であります。

③ 償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳
流動資産 1,307百万円
固定資産 819百万円
資産合計 2,126百万円
流動負債 1,253百万円
固定負債 332百万円
負債合計 1,586百万円

(7) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に
及ぼす影響の概算額及びその算定方法
当該金額の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

２．MDI株式会社
当社は、2025年11月10日開催の取締役会において、MDI株式会社（所在地：神奈川県川崎市）の株式

取得による子会社化について決議し、2025年11月28日付で株式を取得し同社を子会社化いたしました。

(1) 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称：MDI株式会社
事業の内容 ：各種熱交換器の設計・販売、ヒートポンプ/チラーの設計・製造・販売、スケール

洗浄液/アルカリ洗浄液の製造・販売、マルチサイクロンのプレート式熱交換器の
メンテナンスサービス、省エネコンサルティング等
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② 企業結合を行った主な理由
MDI株式会社は、熱マネジメント企業として企業の工場などのＣＯ2削減・省エネ、暑熱対策、環境

改善などを目的とする排熱回収コンサルティング、省エネシステムの設計・製造・販売及びメンテナン
スサービスを行っており、SDGsや二酸化炭素削減に取り組む自動車、食品、ゼネコンなどの幅広い業
界から堅調に受注実績を積み上げております。昨今では、企業の熱中症対策が更に強く求められるな
ど、今後も需要拡大は見込まれると判断しております。
当社の持つ熱処理技術と親和性の高いMDI株式会社を新たに当社グループに迎えることで、当社グル

ープは、さらなる事業領域の拡張を目指してまいります。また、両社の相互補完的な協業によって、ク
リーンな技術で省エネに貢献する製品やサービスの開発・提供を通じた持続可能な社会作りを目指して
まいります。
以上のとおり、当社グループのさらなる事業領域の拡大や持続可能な社会作りへの貢献が期待できる

ことから、株式の取得を決定いたしました。
③ 企業結合日

2025年11月28日
④ 企業結合の法的形式

株式取得
⑤ 結合後企業の名称

変更はありません。
⑥ 取得した議決権比率

2025年11月28日 80.0％（議決権付株式総数1,000株のうち800株）
なお、2028年11月に、追加で株式200株を取得する予定であり、追加取得後の議決権比率は

100.0％となる見込みであります。
⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

(2) 連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
みなし取得日を2025年12月31日とし、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しておりま

す。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 968百万円
取得原価 968百万円
上記取得の対価には取得関連費用が含まれております。

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等 56百万円
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(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

407百万円
② 発生原因

主として、MDI株式会社が熱マネジメント企業として展開する各種熱交換器等の設計販売事業によっ
て期待される超過収益力であります。

③ 償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳
流動資産 603百万円
固定資産 312百万円
資産合計 915百万円
流動負債 88百万円
固定負債 197百万円
負債合計 285百万円

(7) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に
及ぼす影響の概算額及びその算定方法
当該金額の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（収益認識に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
報告セグメント

その他
（注）1 合計製品事業部

関連事業
ＩＨ事業部
関連事業 計

土木・建築関連製品 10,286 − 10,286 2,275 12,562

自動車関連製品 20,646 − 20,646 − 20,646

建設機械関連製品 3,701 − 3,701 − 3,701

熱処理受託加工関連 − 12,943 12,943 − 12,943

誘導加熱装置関連 − 6,566 6,566 − 6,566

その他 1,700 15 1,716 − 1,716

顧客との契約から生じる収益 36,335 19,526 55,861 2,275 58,137

その他の収益（注）2 − − − 140 140

外部顧客への売上高 36,335 19,526 55,861 2,416 58,277
（注）1. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及びその

他の事業等であります。
2. 「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく不動産賃貸収入等であります。

2. 収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注

記等 4. 会計方針に関する事項（6）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産の残高等

受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の残高は、それぞれ
以下のとおりであります。

（単位：百万円）
当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 11,438 12,589

契約資産 201 173

（2）契約負債の残高等
契約負債の残高は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
当連結会計年度

期首残高 期末残高

契約負債 693 323
当連結会計年度に認識された収益について、期首時点で契約負債に含まれていた金額は479百万円です。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,785円61銭
2. １株当たり当期純利益 39円76銭
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（重要な後発事象に関する注記）
(自己株式の取得)
当社は、2026年５月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

1．自己株式の取得を行う理由
2021年５月に策定した長期経営ビジョンである「NETUREN VISION 2030」及び2024年５月９日に発

表いたしました第16次中期経営計画「Aggressive Challenge One NETUREN 2026」で掲げているキャ
ピタルアロケーションの実行、目指すべきバランスシート及びROE8.0％の実現、また、PBR1.0倍以上の早
期実現に向けた施策を進めるべく、自己株式取得の実施を決議いたしました。

2．取得に係る事項の内容
(1) 取得する株式の種類 当社普通株式

(2) 取得し得る株式の総数 1,897,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 5.81％）

(3) 株式の取得価額の総額 2,000,000,000円（上限）

(4) 取得期間 2026年５月14日から2027年３月31日まで

(5) 取得方法 東京証券取引所における自己株式立会外買付取引
（ToSTNeT-3）及び市場買付
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個別注記表

（継続企業の前提に関する注記）
該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 ……………… 償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの …… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
市場価格のない株式等 …… 移動平均法による原価法

2. デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

3. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

4. 固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……… 定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法によっております。

無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……… 定額法

リ ー ス 資 産
（所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産）

……… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。
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5. 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 ……… 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 ……… 従業員の賞与の支給に充てるため、期末在籍従業員に対し、協定に基づい
て計算した賞与支給見込額を計上しております。

役 員 賞 与 引 当 金 ……… 役員及び執行役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上し
ております。

役員株式給付引当金 ……… 内規に基づく役員及び執行役員への当社株式の交付に充てるため、給付見
込額のうち、当事業年度に負担すべき額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 ……… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認めら
れる額を「退職給付引当金」または「投資その他の資産（前払退職給付費
用）」として計上しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

6. 収益及び費用の計上基準
製品の販売に係る収益は、主に製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履

行義務を負っております。当該履行義務は、製品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品に対する支配
を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。
ただし、製品の国内の販売については、出荷時から製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の

期間である場合には、出荷時点で収益を認識しております。
また、顧客との契約の中で据付の義務を負う製品については、製品の据付が完了した時点で収益を認識し

ております。
有償支給取引については、有償支給元への売り戻し時に、加工代相当額のみを純額で収益として認識して

おります。
当社が代理人として製品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 （単位：百万円）

当事業年度

減損の兆候又は減損損失の認識を慎重に検討した当社の一部の資産グループの
貸借対照表上の有形固定資産 2,610

減損の兆候又は減損損失の認識を慎重に検討した当社の一部の資産グループの
貸借対照表上の無形固定資産 0

減損損失 −

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、原則として、当該資産又

は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローを見積り、見積られた割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失として計上しております。
減損の兆候の把握に当たっては、当社の一部の資産グループについて慎重に事業計画等を検討し、減

損の兆候が認められた場合には、減損損失の認識の判定を実施いたしました。
割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を上回っているかどうかの判定については、以下の

仮定に基づいております。
①各資産グループの事業計画については、経営陣により承認された予算及び中期経営計画を基礎として
算定しました。

②変動費については、実績及び予算等に基づき合理的に算定した変動費率を売上高に乗じて算出し、固
定費については、実績及び年々の昇給率等を見込んで算出しました。

③割引前将来キャッシュ・フローの見積期間は、各資産グループの主要な資産の経済的残存使用年数と
しました。
この結果、各資産グループの割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を上回っていること等

から、減損損失の計上には至っておりません。
なお、エネルギー・原材料価格の高止まりや不安定な為替変動、米国による関税政策や中国経済の減

速、さらに、中東情勢など地政学リスクの高まりなど、依然として先行き不透明な状況が続いておりま
す。これらの懸念材料が解消するには時間を要することが見込まれることから、しばらくは予断を許さ
ない状況が継続し、当社の業績にも影響を与えると想定しております。
このような想定のもと、固定資産の減損の判定について会計上の見積りを行っておりますが、これら

の懸念材料が想定以上に変動した場合や長期化した場合、固定資産の減損損失が発生する可能性があり
ます。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 47,626百万円
2. 関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 760百万円
長期金銭債権 462百万円

3. 関係会社に対する金銭債務
短期金銭債務 788百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 1,320百万円
仕入高 273百万円

営業取引以外の取引高 883百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式（株） 202,180 1,719,200 1,720,700 200,680

（注）自己株式の増加1,719,200株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得1,719,100株、単元未満株式の
買取り100株によるものであります。自己株式の減少1,720,700株は、取締役会の決議に基づく自己株式
の消却1,690,000株、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分30,700株によるものであります。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
棚卸資産 57百万円
有形固定資産 10百万円
無形固定資産 17百万円
投資有価証券 818百万円
貸倒引当金 123百万円
未払事業税 12百万円
賞与引当金 274百万円
株式報酬費用 45百万円
退職給付引当金 246百万円
環境対策費 7百万円
減損損失 892百万円
その他 36百万円
繰延税金資産小計 2,543百万円
評価性引当額 △1,385百万円
繰延税金資産合計 1,158百万円

繰延税金負債
特定資産買い換え △325百万円
その他有価証券評価差額金 △891百万円
退職給付信託設定益 △72百万円
その他 △50百万円
繰延税金負債合計 △1,339百万円

繰延税金負債の純額 △180百万円
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（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記 6. 収益及び費用の計

上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,280円95銭
2. １株当たり当期純利益 34円14銭

（重要な後発事象に関する注記）
「連結注記表（重要な後発事象に関する注記）」に同一の内容を記載しておりますので、記載を省略してお

ります。
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